
１．対応方針別表１の該当部分
番号 910
事項名 株式会社の医療への参入
規制の特例措置
の概要

株式会社の医療への参入については、自由診療の分野という前提で、地方
公共団体等からの意見を聞き、６月中に成案を得て、１５年度中に必要な
措置を講ずることとする。

２．基本方針別表1に記載する内容

※本特例措置については、6月中に成案を得るべく、現在、厚生労働省において検討中。



１．対応方針別表１の該当部分
番号 911
事項名 ボイラー、第一種圧力容器の性能検査についての検査周期の延長
規制の特例措置
の概要

　ボイラー等の開放検査の周期について、最長４年に１度としているもの
を、更に延長することについて、地方公共団体からその安全性を実証する
データ等の提供を受け、安全性が検証された場合に認めることとする。
　また、ボイラー等の１年を超える連続運転については、事業場ごとに認
定されるが、一の小規模事業場のみでは安全管理、運転管理、保全管理等
連続運転の認定要件を満たさない場合、コンビナートを構成する他の事業
場と共同して申請することにより、全体として認定要件が満足されるので
あれば、認定できることとする。

２．基本方針別表1に記載する内容
特定事業の名称 ボイラー、第一種圧力容器における開放検査周期の延長事業
措置区分 通知
特例措置を講ず
べき法令等の名
称及び条項

・労働安全衛生法第41条第２項
・ボイラー及び圧力容器安全規則第40条、第75条
・「ボイラー等の連続運転に係る認定制度について」（平成14年３月29日
付け基発第0329018号）

特例措置を講ず
べき法令等の現
行規定

　ボイラー、圧力容器（以下「ボイラー等」という。）の性能検査につい
ては、原則として開放検査を行わなければいけない。開放検査はその周期
が定められている。
１． ボイラー等の開放検査の周期について、最長４年に１度としているも
のを、連続運転の実績のある事業場が更に延長することについて、地方公
共団体からその安全性を実証するイ～ハのデータ等の提供を受け、当該内
容について厚生労働大臣が専門家等の意見聴取を行うことなどにより、イ
～ハのボイラー等に係る今回の検査周期の延長措置が現行の連続運転に係
る規定で担保される安全性と同等の安全性が確保されるものとして認定に
同意した場合には、当該特区内に設置されるボイラー等の性能検査の開放
検査の最長の周期については、当該特区内において実施しようとする下記
ハに記載した開放検査の周期とする。
　イ　当該ボイラー等の仕様（例えば、ボイラー等の構造、材料等）
　ロ　開放検査の周期の延長が可能であると判断できる当該ボイラー等の
機能維持状況に関する実証実験によるデータや文献
　ハ　具体的な開放検査の周期
２．また、ボイラー等の１年を超える連続運転については、事業場ごとに
認定されるが、一の小規模事業場のみでは安全管理、運転管理、保全管理
等連続運転の認定要件を満たさない場合であっても、地方公共団体が次の
(1)のいずれかの関係に該当する小規模事業場を含むコンビナートを構成す
る事業場について、当該認定要件を満たすため、当該地方公共団体と当該
事業場間において次の（2）に掲げる内容を盛り込んだ協定を締結する（当
該事業場が組合を設立する場合にあっては、当該組合の定款を地方公共団
体が確認の上、協定を締結する）こととし、締結しようとする当該協定の
内容を構造改革特別区域計画に記載し、内閣総理大臣の認定を受けたとき
は、当該特区内の当該小規模事業場が他の事業場と共同して連続運転の申
請を行うことができる。
 (1)小規模事業場を含むコンビナートを構成する事業場間の関係
　イ　一のコンビナートとして原材料等の需要者と供給者の関係を有し、
その関係が今後も長期間にわたり継続することが見込まれること。
　ロ　共同して組合を設立し、当該組合がボイラー等施設の保有又は維持
管理を行う場合であって、その関係が今後も長期間にわたり継続すること
が見込まれること。

特例措置の内容



　(2) 協定に盛り込むべき内容
　ア 代表事業場
    ・ 自らもボイラー等を使用管理している事業場であること。
　　・ 自ら所有するボイラー等について下記イに掲げる事業場のものと併
せて運転時検査の認定申請を行うこと。
　　・ 下記イに掲げる事業場の所有するボイラー等について安全管理等が
実施できる業務体制にあること。
  イ 小規模事業場を含むコンビナートを構成するその他の事業場
  　・　所有するボイラー等が、代表事業場の敷地内又は近接した敷地に設
置されていること。
　　・　代表事業場と安全管理又は保全管理に関する業務委託契約等を結
んでいること。
　　・　代表事業場の安全衛生管理規程、保全管理規程、技術基準等を遵
守し、また、代表事業場の各種保安管理会議（安全衛生会議等）及び各種
安全活動へ参画しており、代表事業場と整合性がとられた規程等が実施さ
れること。
　  ・　緊急事態発生時に代表事業場の防災組織へ組み込まれること。
　  ・　代表事業場にボイラー等の停止発動権及び緊急避難指示権があるこ
と。

（Ｐ：小規模事業場が安全管理等に関する業務を代表事業場に委託する程
度に応じた協定内容等の規定について、検討中。）

同意の要件 １． 上記「特例措置の内容」の１．に記載されている地方公共団体からの
提出事項イ～ハの内容について、専門家からの意見聴取を行うことなどに
より、現行規定によって担保される安全性と同等の安全性が確認されるこ
と。

特例措置に伴い
必要となる手続

特になし



１．対応方針別表１の該当部分
番号 （908・）912（下線部は、908の対象施設）
事項名 児童福祉施設における調理業務担当者の外部からの派遣の容認
規制の特例措置
の概要

乳児院、母子生活支援施設、情緒障害児短期治療施設及び児童自立支援施
設において、暖かい家庭的な雰囲気で食事の提供が行われるようきめ細か
な配慮が行われる場合には、調理業務を担当する者を外部から派遣するこ
とを可能とする。

２．基本方針別表1に記載する内容
特定事業の名称 児童福祉施設における調理業務担当者派遣受入れ事業
措置区分 通知
特例措置を講ず
べき法令等の名
称及び条項

児童福祉施設最低基準（昭和２３年厚生省令第６３号）第２１条第１項、
第２７条、第４２条第１項、第７５条第１項、第８０条第１項

特例措置を講ず
べき法令等の現
行規定

乳児院、母子生活支援施設、児童養護施設、情緒障害児短期治療施設、児
童自立支援施設には調理員を置かなければならない。

特例措置の内容 乳児院、母子生活支援施設、児童養護施設、情緒障害児短期治療施設及び
児童自立支援施設（以下「乳児院等」という。）において、下記のような
措置を講じることにより暖かい家庭的な雰囲気で食事の提供が行われるよ
うきめ細かな配慮が行われる場合には、調理業務を担当する者を外部から
派遣することを可能とする。
①　受託業者と契約を締結するに当たり次のことを行うこと
　イ　受託業者に対し乳児院等における調理業務の重要性を認識させるこ
と
　ロ　単に食事を調理するのみではなく、食材を児童に説明したり、調理
実習を実施したり、児童とともに食事を行うなど、児童と触れ合うことも
派遣される調理担当者の業務とする旨契約に盛り込むこと
②　①の契約内容に沿って確実に調理業務が行われるように必要な措置を
講ずること

同意の要件 特になし
特例措置に伴い
必要となる手続

特になし



１．対応方針別表１の該当部分
番号 913
事項名 保育所における私的契約児の弾力的な受け入れの容認
規制の特例措置
の概要

他施設の統廃合などを要因として私的契約児を現行の定員を超えて受け入
れる場合には、保育所の定員の改定を弾力的に行うことを認める。

２．基本方針別表1に記載する内容
特定事業の名称 保育所における私的契約児の弾力的な受け入れの容認事業
措置区分 通知
特例措置を講ず
べき法令等の名
称及び条項

児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第３９条第１項

特例措置を講ず
べき法令等の現
行規定

保育所は、日々保護者の委託を受けて、保育に欠けるその乳児又は幼児を
保育することを目的とする施設とする。

市町村が、その設定する特区における経済的社会的条件の変化に伴い乳児
及び幼児の数が減少したことその他の事情により、当該特区内において、
保育所以外の施設の統廃合等に伴い、私的契約児を保育所の定員を超えて
受け入れることが特に必要と認めて内閣総理大臣の認定を申請し、その認
定を受けたときは、当該認定の日以降は、保育所は、私的契約児を現行の
定員を超えて受け入れる場合に定員の改定を行うことができる。

この場合において、児童福祉施設最低基準は、保育所児及び私的契約児の
合計の幼児数に対して適用される。

同意の要件 特になし
特例措置に伴い
必要となる手続

特になし

特例措置の内容



１．対応方針別表１の該当部分
番号 914
事項名 保育所の保育室において保育所児と幼稚園児を合同で保育することの容認
規制の特例措置
の概要

共用化指針に基づき設置された施設において、保育所児と幼稚園児を合同
で保育する保育室は、①幼児（保育所児・幼稚園児）数の合計により児童
福祉施設最低基準（面積・職員配置）を満たしていること、②この場合、
職員は、保育士資格と幼稚園教諭免許を併有し、保育士及び幼稚園教諭を
兼務していること、③保育内容は、保育所保育指針と幼稚園教育要領に
沿ったものであることに該当する場合、原則として、定員の範囲内で保育
所の保育室において、保育所児と幼稚園児を合同で保育することを認め
る。

２．基本方針別表1に記載する内容
特定事業の名称 保育所における保育所児及び幼稚園児の合同活動事業
措置区分 通知
特例措置を講ず
べき法令等の名
称及び条項

幼稚園と保育所の施設の共用化等に関する指針について（平成１０年３月
１０日文初幼第４７６号・児発第１３０号）

特例措置を講ず
べき法令等の現
行規定

幼稚園及び保育所について、保育上支障のない限り、その施設及び設備に
ついて相互に共用することができる。

市町村が、その設定する特区における経済的社会的条件の変化に伴い乳児
及び幼児の数が減少したことその他の事情により、当該特区内において、
適正規模の集団保育が困難であると認められることから、幼児の心身の健
全な育成のために特に必要があると認めて内閣総理大臣の認定を申請し、
その認定を受けたときは、当該認定の日以降は、「幼稚園と保育所の施設
の共用化等に関する指針について」による施設において、以下の条件を満
たす場合、定員の範囲内で保育所の保育室において、保育所児と幼稚園児
を保育することができる。

１．保育所児と幼稚園児を一緒に保育する保育室は、幼児（保育所児・幼
稚園児）数の合計により児童福祉施設最低基準（面積・職員配置）を満た
していること。
２．この場合、幼児の保育に直接従事する職員は、保育士資格と幼稚園教
諭免許を併有し、保育士及び幼稚園教諭を兼務していること。

３．保育内容は、保育所保育指針と幼稚園教育要領に沿ったものであるこ
と。

同意の要件 特になし
特例措置に伴い
必要となる手続

特になし

特例措置の内容



１．対応方針別表１の該当部分
番号 915
事項名 高齢者福祉施設等に対する耐火構造及び準耐火構造の要件の適用除外
規制の特例措置
の概要

平屋建ての高齢者福祉施設等について、例えば、工法上の工夫、難燃処理
の採用など現行規定によって担保される安全性と同等の安全性が確保され
る措置を、地方公共団体において検討し講ずる場合に、耐火及び準耐火構
造の要件の適用除外を行う。

２．基本方針別表1に記載する内容
特定事業の名称 社会福祉施設等に対する耐火建築物及び準耐火建築物の要件の適用除外

措置区分 省令,通知
特例措置を講ず
べき法令等の名
称及び条項

養護老人ホームの設備及び運営に関する基準
（昭和四十一年厚生省令第十九号）
指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準
（平成十一年厚生省令第三十七号）
介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準
（平成十一年厚生省令第四十号）
特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準
（平成十一年厚生省令第四十六号）
身体障害者更生援護施設の設備及び運営に関する基準
（平成十五年厚生労働省令第二十一号）
知的障害者援護施設の設備及び運営に関する基準
（平成十五年厚生労働省令第二十二号）
精神障害者社会復帰施設の設備及び運営に関する基準
（平成十二年厚生省令第八十七号）
救護施設、更生施設、授産施設及び宿所提供施設の設備及び運営に関する
最低基準（昭和四十一年厚生省令第十八号）
婦人保護施設の設備及び運営に関する最低基準（平成十四年厚生労働省令
第四十九号）
老人休養ホームの設置運営について
（昭和四〇年社老第八七号厚生省社会局長通知）
軽費老人ホームの設備及び運営について
（昭和四十七年社老第十七号厚生省社会局長通知）
介護実習・普及センター運営事業の実施について
（平成四年老企第百三十七号大臣官房老人保健福祉部長通知）
在宅介護支援センター運営事業等の実施について
（平成十二年老発第六百五十四号厚生省老人保健福祉局長通知）
高齢者生活福祉センター運営事業の実施について
（平成十二年老発第六百五十五号厚生省老人保健福祉局長通知）
有料老人ホームの設置運営標準指導指針について
（平成十四年老発〇七一八〇〇三号厚生労働省老健局長通知）

特例措置を講ず
べき法令等の現
行規定

養護老人ホーム、指定短期入所生活介護事業所、指定特定施設、介護老人
保健施設、特別養護老人ホーム、身体障害者更生援護施設、知的障害者援
護施設、精神障害者社会復帰施設、救護施設、更生施設、婦人保護施設、
老人休養ホーム、軽費老人ホーム、介護実習・普及センター、在宅介護支
援センター、生活支援ハウス、有料老人ホーム（以下「社会福祉施設等」
という。）については、その安全性を確保するため、施設ごとの最低基準
において、耐火建築物又は準耐火建築物でなければならない旨規定してい
る。



特例措置の内容 　地方公共団体がその設定する特区内において、専門家等の意見を踏ま
え、平屋建の社会福祉施設等について、次に掲げる事項のいくつかを組み
合わせて総合的に判断し、必要な安全性を有すると認めて内閣総理大臣の
認定を申請し、その認定を受けたときは、当該認定の日以後は、耐火及び
準耐火建築物の規定を適用しないことができる。
（１）スプリンクラーの設置又は天井等の内装材などに燃えにくい材料を
使用する、若しくは調理室等火災が発生しやすい箇所を防火区画とするな
ど、初期消火及び延焼の抑制に配慮した構造とすること
（２）避難口の増設や避難路において搬送が容易に行えるよう、十分な幅
員を確保するなど円滑な救助が可能となる構造であること
（３）非常警報設備等の設置による、火災の早期発見・通報の体制の整
備、避難訓練の実施回数の増加や配置人員の増員等の防火管理体制の強化
がなされていること
（４）消防活動を円滑に行うことができること
（５）その他利用者の安全を確保するために必要な措置

同意の要件 特になし

特例措置に伴い
必要となる手続

特になし



１．対応方針別表１の該当部分
番号 916
事項名 保育の実施に係る事務の教育委員会への委任
規制の特例措置
の概要

保育の実施に係る事務の効率的な実施が困難であると認められることから
児童の福祉に関する機関との密接な連携の下に当該事務を効率的に実施す
るために特に必要がある場合には、市町村の権限に属する保育の実施に係
る事務を、当該市町村に置かれる教育委員会に委任することを可能とす
る。

２．基本方針別表1に記載する内容
特定事業の名称 保育の実施に係る事務の教育委員会への委任事業
措置区分 法律
特例措置を講ず
べき法令等の名
称及び条項

児童福祉法第３２条第２項

特例措置を講ず
べき法令等の現
行規定

市町村長は、保育の実施の権限の全部又は一部を、その管理する福祉事務
所の長に委任することができる。

特例措置の内容 市町村が、その設定する特区における経済的社会的条件の変化に伴い乳児
及び幼児の数が減少したことその他の事情により、当該特区内においては
保育の実施に係る事務の効率的な実施が困難であると認められることか
ら、児童の福祉に関する機関との密接な連携の下に当該事務を効率的に実
施するために特に必要と認めて内閣総理大臣の認定を申請し、その認定を
受けたときは、当該認定の日以降は、市町村長は、児童福祉法第３２条第
２項の規定にかかわらず、地方自治法第１８０条の２の規定により、その
権限に属する保育の実施に係る事務を、当該市町村に置かれる教育委員会
に委任することができる。

同意の要件 特になし
特例措置に伴い
必要となる手続

特になし

※本特例措置を内容とする「構造改革特別区域法の一部を改正する法律案」を第156回国会に
提出しているところ。



１．対応方針別表１の該当部分
番号 （909・）917（下線部は、909の対象施設）
事項名 障害児施設における調理業務担当者の外部からの派遣の容認
規制の特例措置
の概要

知的障害児施設等において、障害児の特性に応じた食事の提供が行われる
よう、障害児の摂食制限に応じた食材の選定や、食事の加工が必要な児童
への対応等、きめ細かな配慮が行われる場合には、調理を担当する者を外
部から派遣することを可能とする。

２．基本方針別表1に記載する内容
特定事業の名称 障害児施設における調理業務の外部委託事業
措置区分 通知
特例措置を講ず
べき法令等の名
称及び条項

児童福祉施設最低基準第49条、第56条、第61条、第69条、第73条

特例措置を講ず
べき法令等の現
行規定

１  知的障害児施設
  栄養士及び調理員を置かなければならない。ただし、児童４０人以下を入
所させる施設にあっては、栄養士を置かないことができる。
２  第一種自閉症児施設
  医療法に規定する病院として必要な職員を置かなければならない。
３  第二種自閉症児施設
  栄養士及び調理員を置かなければならない。ただし、児童４０人以下を入
所させる施設にあっては、栄養士を置かないことができる。
４  知的障害児通園施設
  栄養士及び調理員を置かなければならない。ただし、児童４０人以下を入
所させる施設にあっては、栄養士を置かないことができる。
５  盲児施設
  栄養士及び調理員を置かなければならない。ただし、児童４０人以下を入
所させる施設にあっては、栄養士を置かないことができる。
６  ろうあ児施設
  栄養士及び調理員を置かなければならない。ただし、児童４０人以下を入
所させる施設にあっては、栄養士を置かないことができる。
７  難聴幼児通園施設
  栄養士及び調理員を置かなければならない。ただし、児童４０人以下を入
所させる施設にあっては、栄養士を置かないことができる。
８  肢体不自由児施設
  医療法に規定する病院として必要な職員を置かなければならない。
９  肢体不自由児療護施設
  栄養士及び調理員を置かなければならない。ただし、児童４０人以下を入
所させる施設にあっては、栄養士を置かないことができる。
１０  重症心身障害児施設
  医療法に規定する病院として必要な職員を置かなければならない。



特例措置の内容 知的障害児施設、第一種自閉症児施設、第二種自閉症児施設、知的障害児
通園施設、盲児施設、ろうあ児施設、難聴幼児通園施設、肢体不自由児施
設、肢体不自由児療護施設及び重症心身障害児施設（以下「知的障害児施
設等」という。）において、下記のような措置を講じることにより障害児
の特性に応じた食事の提供が行われるよう、障害児の摂食制限に応じた食
材の選定や、食事の加工が必要な児童への対応等、きめ細かな配慮が行わ
れる場合には、調理を担当する者を外部から派遣することを可能とする。
①  受託業者と契約を締結するに当たり次のことを行うこと
  イ  受託業者に対し知的障害児施設等における調理業務の重要性を認識さ
せること
  ロ  単に食事を調理するのみではなく、障害児の障害状況を考慮し、医師
等から栄養、食材等の制限についての情報を入手し、指導を受けて食材の
選定や献立の作成、食事の加工が必要な障害児への対応を行うほか、食材
の障害児への説明、障害児との食事を行うなど、児童と触れ合うことも派
遣される調理担当者の業務とする旨契約に盛り込むこと
②  ①の契約内容に沿って確実に調理業務が行われるように必要な措置を講
ずること

同意の要件 特になし
特例措置に伴い
必要となる手続

特になし



１．対応方針別表１の該当部分
番号 918
事項名 児童短期入所事業の実施主体の拡大及び施設・設備要件の特例
規制の特例措置
の概要

児童短期入所事業について、施設長や直接処遇職員(介護職員等）等の必要
な職員を配置し、居室、食堂、浴室、洗面所、便所、調理室、洗濯室又は
洗濯場その他サービスを提供する上で必要な施設設備を設ける場合には、
ＮＰＯ法人の運営により、地域の家屋においても実施を可能とする。

２．基本方針別表1に記載する内容
特定事業の名称 単独型児童短期入所事業
措置区分 通知
特例措置を講ず
べき法令等の名
称及び条項

民間事業者による日帰り介護（デイサービス）事業指針及び短期入所生活
介護（ショートステイ）事業指針について（平成９年１２月１７日  障障第
１８３号・老振第１３９号）

特例措置の内容 児童短期入所事業について、施設長、医師、直接処遇職員(生活支援員、介
護員）、調理員を配置し、居室、食堂、浴室、洗面所、便所、調理室、洗
濯室又は洗濯場を設ける場合には、実施を可能とする。

同意の要件 特になし
特例措置に伴い
必要となる手続

特になし

２　職員に関する事項
（１）職員の配置
   ①　職員については、短期入所生活介護を行う上で必要な次の職種の職
員を適切に配置し、サービスの実施を指揮・監督する管理責任者を定める
こと。この場合、併設施設でのサービス提供等に支障がない場合には、当
該併設施設の職員が兼務できるものであること。
      ア　施設長
      イ　医師
      ウ　生活指導員（社会福祉士その他これに準ずる者）
      エ　看護婦（士）又は准看護婦（士）
      オ　介護福祉士又は介護員
      カ　調理員
      キ　その他サービス提供に必要な者
３  施設設備等
（１）短期入所生活介護を行う施設には、次の設備を設けること。ただ
し、他の施設の設備を利用することにより施設の効果的な利用ができる場
合であって、利用者に対するサービスの提供に支障がない場合にはこの限
りではないこと。
   ①　事務室
   ②　居室
   ③　食堂
   ④　浴室
   ⑤　機能訓練室
   ⑥　洗面所
   ⑦　便所
   ⑧　医務室
   ⑨　看護・介護員室（サービスステーション）
   ⑩　調理室
   ⑪　洗濯室又は洗濯場
   ⑫　汚物処理室
   ⑬　その他サービスを提供する上で必要な施設設備

特例措置を講ず
べき法令等の現
行規定



１．対応方針別表１の該当部分
番号 919
事項名 知的障害者通所更生施設の身体障害者の利用の可能化
規制の特例措置
の概要 知的障害者更生施設は、知的障害者を利用対象としているが、近隣の身体

障害者更生施設等から、①治療及び訓練に必要な機械器具等を用いるこ
と、②職業訓練、作業療法等身体障害者の更生に必要な治療又は指導を行
うこと、③その更生に必要な訓練を行うこと、について支援が受けられる
場合には、身体障害者についても利用対象とすることを可能とする。

２．基本方針別表1に記載する内容
特定事業の名称 知的障害者通所更生施設における身体障害者の受入事業
措置区分 通知
特例措置を講ず
べき法令等の名
称及び条項

知的障害者福祉法第21条の6

特例措置を講ず
べき法令等の現
行規定

知的障害者通所更生施設は、18歳以上の知的障害者を入所させて、これを
保護するとともに、その更生に必要な指導及び訓練を行うことを目的とす
る施設とする。

特例措置の内容 知的障害者通所更生施設は、知的障害者を利用対象としているが、身体障
害者更生施設等から、次の全ての事項について支援が受けられる場合に
は、近隣において身体障害者更生施設を利用することが困難な身体障害者
についても利用対象とすることを可能とする。
①理学療法・作業療法、生活訓練、職業訓練等身体障害者の更生に必要な
治療又は指導を行うこと
②治療及び訓練に必要な機械器具等を用いること
③その更生に必要な訓練を行うこと

同意の要件 特になし
特例措置に伴い
必要となる手続

特になし


